
○深浦町若年者等雇用促進奨励金交付要綱 

令和４年６月14日告示第143号 

改正 

令和５年４月25日告示第45号 

 

（目的） 

第１条 町は、若年者等の町内就職の促進や職場定着率の向上を図るとともに、経営

基盤の弱い中小企業の労働環境や福利厚生面の改善を支援するため、毎年度予算の

範囲内において、若年者又は新卒者等を常用労働者として雇用した事業主（以下

「事業主」という。）に対し、雇用促進奨励金（以下「奨励金」という。）を交付

するものとし、その交付については、深浦町補助金等の交付に関する規則（平成17

年規則第45号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(１) 常用労働者 雇用保険の一般被保険者 

(２) 若年者 雇用を開始した日における年齢が45歳以下の常用労働者 

(３) 新卒者 高等学校又は高等教育機関を修業後、３年を経過していない若年者 

(４) 中高年者 雇用を開始した日における年齢が46歳以上59歳以下の常用労働者 

(５) 短時間労働者 １週間の所定労働時間が20時間以上、かつ青森県最低賃金よ

り20円以上高い賃金を支給する常用労働者 

（奨励金の交付対象事業主） 

第３条 奨励金の交付対象となる事業主は、次の各号のいずれにも該当するものとす

る。 

(１) 雇用保険適用事業の事業主（ただし、国及び地方公共団体並びにこれらに準

ずるものを除く。）であること。 



(２) 深浦町に事業所を有すること。 

(３) 令和４年４月１日以後に若年者又は新卒者を新たに雇用し、かつ１年以上常

用労働者として雇用する意思を有していること。 

(４) 令和５年４月１日以後に中高年者又は短時間労働者を新たに雇用し、かつ１

年以上常用労働者として雇用する意思を有していること。 

(５) 町税等の滞納がないこと。 

(６) 深浦町暴力団排除措置要綱（平成24年告示第36号）第２条に規定する暴力団、

暴力団員及び暴力団員等でない者 

２ 前項に該当する事業主であっても、同一の事業所において離職者を再び雇い入れ

た場合には、奨励金の交付対象としない。 

（奨励金の額） 

第４条 奨励金の額は、次に掲げるものとする。 

(１) 若年者等労働者（６か月以上継続して雇用されている若年者又は新卒者をい

う。以下同じ。）１人につき、年額200,000円とする。ただし、若年者等労働者

が新卒者の場合は、100,000円を加算した額とし、年額300,000円とする。 

(２) 若年者等以外の労働者（６か月以上継続して雇用されている中高年者又は短

時間労働者をいう。以下同じ。）１人につき、年額100,000円とする。 

（交付の申請） 

第５条 事業主は、深浦町若年者等雇用促進奨励金交付申請書（様式第１号）に次の

書類を添えて、町長に提出するものとする。 

(１) 雇用契約書等の写し 

(２) 雇用保険被保険者資格取得等確認通知書の写し 

(３) 対象労働者の勤務した日数がわかる書類 

(４) 新卒者の場合は修業年度がわかる書類 

(５) その他町長が必要と認めるもの 

（交付の決定等） 



第６条 町長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査の

上、奨励金の交付の可否を及び金額を決定し、深浦町若年者等雇用促進奨励金交付

（不交付）決定通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。 

２ 前項の規定による交付決定通知書をもって、交付の額の確定通知とみなすものと

する。 

（奨励金の請求） 

第７条 事業主は、深浦町若年者等雇用促進奨励金請求書（様式第３号）により、町

長に提出するものとする。 

２ 町長は、請求書を受理したときは、速やかに奨励金を交付するものとする。 

（交付決定の取消等） 

第８条 町長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、奨励金の交付決定の全部又

は一部を取り消し、又は既に交付した奨励金の全部若しくは一部を返還させること

ができる。 

(１) 虚偽その他不正な手段により奨励金の交付を受けたと認めるとき。 

(２) その他町長が奨励金の交付を不適当と認めたとき。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

 

附 則 

この告示は、公表の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 




